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   はじめに
　
　今日，コメ輸出国として世界に存在感を示すベトナムは，コーヒー（2011
年世界輸出高第 ₂ 位），コショウ（同 ₂ 位），カシューナッツ（同 1 位），天然
ゴム（同 ₄ 位）など多くの農作物においても世界有数の輸出国となっており，
農業が経済発展に重要な役割を果たしていることが知られる1。











































実施された Vietnam Household Living Standards Survey（VHLSS：以下略称で
呼称）の貴重な家計レベルマイクロデータを用いる。




である。後者は1992～1993年，1997～1998年に行われた ₂ 回の Vietnam Liv-
ing Standard Survey（VLSS）の流れをくむ調査であるが，2002年以降， ₂ 年
おきに実施されている VHLSS シリーズは明確にパネルデータ化を想定して
調査が設計されており，最新の調査結果は2010年のものが利用可能である。














































土地なし 0.2ha 以下 0.2-0.5ha 0.5-1ha 1-2ha 2-3ha 3-5ha 5-10ha 10ha 以上 合計
2001（単位：戸）
紅河デルタ地域 9,428 1,320,362 1,400,191 114,429 7,563 1,253 1,011 213 51 2,854,501
北部山岳丘陵地域 6,865 377,625 730,005 364,102 175,995 43,879 19,653 4,014 190 1,722,328
北中部・中部沿岸
地域
33,467 689,138 1,291,820 408,129 123,014 33,552 17,228 4,797 650 2,601,795
中部高原地域 13,269 44,375 133,039 198,688 204,424 62,228 29,788 7,027 958 693,796
東南部地域 86,917 66,276 121,429 137,403 138,246 53,855 33,916 12,016 2,327 652,385
メコンデルタ地域 294,715 190,477 512,927 532,320 408,896 143,481 66,307 14,729 1,463 2,165,315
全国 444,661 2,688,253 4,189,411 1,755,071 1,058,138 338,248 167,903 42,796 5,639 10,690,120
2006（単位：戸）
紅河デルタ地域 5,682 1,047,080 1,015,532 92,020 7,345 1,166 628 194 44 2,169,691
北部山岳丘陵地域 3,559 356,598 751,127 398,526 203,649 55,197 24,469 4,688 288 1,798,131
北中部・中部沿岸
地域
38,457 620,442 1,167,891 394,345 144,129 41,334 22,562 7,374 1,072 2,437,606
中部高原地域 17,878 37,379 114,927 191,613 237,665 100,741 49,864 14,282 1,617 765,966
東南部地域 82,762 59,287 94,021 115,576 125,525 53,986 38,310 15,720 3,325 588,512
メコンデルタ地域 251,900 196,036 480,887 477,124 366,615 133,331 71,489 17,040 1,932 1,996,354
全国 400,238 2,316,822 3,624,385 1,669,204 1,084,958 385,755 207,322 59,298 8,278 9,756,260
2001-2006変化率
紅河デルタ地域 －0.397 －0.207 －0.275 －0.196 －0.029 －0.069 －0.379 －0.089 －0.137 －0.240
北部山岳丘陵地域 －0.482 －0.056 0.029 0.095 0.157 0.258 0.245 0.168 0.516 0.044
北中部・中部沿岸
地域
0.149 －0.100 －0.096 －0.034 0.172 0.232 0.310 0.537 0.649 －0.063
中部高原地域 0.347 －0.158 －0.136 －0.036 0.163 0.619 0.674 1.032 0.688 0.104
東南部地域 －0.048 －0.105 －0.226 －0.159 －0.092 0.002 0.130 0.308 0.429 －0.098
メコンデルタ地域 －0.145 0.029 －0.062 －0.104 －0.103 －0.071 0.078 0.157 0.321 －0.078
全国 －0.100 －0.138 －0.135 －0.049 0.025 0.140 0.235 0.386 0.468 －0.087
出所）2001年の農家数は GSO （2003, 178-185），2006年は GSO （2007c, 187-190）。
（注） 1 ）紅河デルタにはじまる各地域区分は最新の2011年の基準に合わせている。以降の図表も同様。
　　 ₂ ）表中網掛け部分は2001~2006年にかけて増加した階層であることを示している。
　　 ₃ ） ここでは土地なし層が農家数に含まれているが，それは農村農水産業センサスにおける農家の定義が，「家計構
成員の全てあるいはほとんどが直接的，間接的に農業労働に従事している家計，主たる所得を農業生産から得









ことができる（Bo ke hoach va dau tu va Tong cuc thong ke 2009, 42, 83）。また表






















畜産 林業 水産業 複合 合計
単年生作物 多年生作物 合計
2001（2006年 ₆ 月基準）
紅河デルタ地域 185 574 759 158 125 1,492 163 2,697
0.07 0.21 0.28 0.06 0.05 0.55 0.06 1.00
北部山岳丘陵地域 51 706 757 67 604 131 914 2,473
0.02 0.29 0.31 0.03 0.24 0.05 0.37 1.00
北中部・中部沿岸地域 1,837 1,863 3,700 391 617 2,702 389 7,791
0.24 0.24 0.47 0.05 0.08 0.35 0.05 1.00
中部高原地域 416 5,293 5,709 84 114 43 85 6,035
0.07 0.88 0.95 0.01 0.02 0.01 0.01 1.00
東南部地域 1,483 7,457 8,940 883 100 518 390 10,831
0.14 0.69 0.83 0.08 0.01 0.05 0.04 1.00
メコンデルタ地域 17,782 685 18,467 178 108 12,130 307 31,190
0.57 0.02 0.59 0.01 0.00 0.39 0.01 1.00
全国 21,754 16,578 38,332 1,761 1,668 17,016 2,248 61,017
0.36 0.27 0.63 0.03 0.03 0.28 0.04 1.00
2006（2003年 ₇ 月基準）
紅河デルタ地域 337 629 966 7,583 303 3,838 2,532 15,222
0.02 0.04 0.06 0.50 0.02 0.25 0.17 1.00
北部山岳丘陵地域 136 1,183 1,319 1,041 752 295 443 3,850
0.04 0.31 0.34 0.27 0.20 0.08 0.12 1.00
北中部・中部沿岸地域 5,162 3,461 8,623 2,459 1,446 4,141 709 17,378
0.30 0.20 0.50 0.14 0.08 0.24 0.04 1.00
中部高原地域 1,062 7,009 8,071 554 21 37 47 8,730
0.12 0.80 0.92 0.06 0.00 0.00 0.01 1.00
東南部地域 1,545 8,424 9,969 3,021 80 766 241 14,077
0.11 0.60 0.71 0.21 0.01 0.05 0.02 1.00
メコンデルタ地域 24,333 2,145 26,478 1,936 38 24,634 1,356 54,442
0.45 0.04 0.49 0.04 0.00 0.45 0.02 1.00
全国 32,575 22,851 55,426 16,594 2,640 33,711 5328 113,699
0.29 0.20 0.49 0.15 0.02 0.30 0.05 1.00
2011（2011年 ₄ 月基準）
紅河デルタ地域 42 2,454 3 922 90 3,511
0.01 0.70 0.00 0.26 0.03 1.00
北部山岳丘陵地域 35 514 6 22 13 590
0.06 0.87 0.01 0.04 0.02 1.00
北中部・中部沿岸地域 764 502 38 254 187 1,745
0.44 0.29 0.02 0.15 0.11 1.00
中部高原地域 2,138 367 0 10 13 2,528
0.85 0.15 0.00 0.00 0.01 1.00
東南部地域 3,439 1,854 3 56 35 5,387
0.64 0.34 0.00 0.01 0.01 1.00
メコンデルタ地域 2,247 657 0 3,258 105 6,267
0.36 0.10 0.00 0.52 0.02 1.00
全国 8,665 6,348 50 4,522 443 20,028
0.43 0.32 0.00 0.23 0.02 1.00
（出所） 2001年は GSO （2003, 432-434），2006年は GSO （2007a, 349-354），2011年は GSO （2012, 275-276）。
（注） 1 ）下段ボールドの数値はチャンチャイの業種のシェアを示す。
　　 ₂ ） 2001年のチャンチャイ数は2000年 ₆ 月のチャンチャイ認定基準，2006年は2003年 ₇ 月の基準，2011年は2011年
₄ 月の基準である。











































（出所）1 農家当たり経営規模は GSO（2007c, 37-38）の2001年と2006年の耕地面積を GSO（2003, 
178-181）の2001年農家数，GSO（2007c, 187-190）の2006年農家数でそれぞれ除し求められた。


















係（Ishikawa 1967, 74, 78 ; 石川 1990, 74-77）や ，人口圧力と土地利用率向上の
結果による土地生産性上昇の関係を示したボーズラップの仮説と基本的には























yit ＝α + βhit ＋μi ＋νit　1
　i ＝1, ...N ; t ＝1, ...T
　　　　　　 α : 定数項，yit：単位経営面積当たり年間農業総産出高，
　　　　　　hi：土地面積でみた農家経営規模
1式のμi でとらえられる観察不能な異時点間で変化しない農家固有の効果

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（Eswaran and Kotwal 1985b）。しかし，この方法は大規模経営農家が土地利用
権の借入によって成立する可能性を否定するものであるし，実際，南アジア
の逆小作（reverse tenancy）の事例もある（藤田 1993, 94; Eastwood, Lipton and 
Newell 2010, 3365）。むしろ大規模経営農家にとって雇用労働監視問題を解決
するより重要な方法は，以下のふたつであろう。





































































（注） 1 ）ここでの家族労働者数は農場主家計の労働者（lao dong cua ho chu trang trai）である。
　　 ₂ ）ここでのチャンチャイとは2000年 ₆ 月基準によるものである。
　　 ₃ ） 総労働者数には農繁期等に雇用される臨時雇（lao dong thue muon thoi vu）も含まれて
いるが，臨時雇の調査日前12カ月の労働日数を150日（日本でも農業専従者と季節労働
者の境界は150日である）で除し常雇と比較可能なように臨時雇数が調整されている。

































































（出所）大型トラクター普及台数は GSO（2007c, 197-198），雇用労働比率は図 ₂ に同じ。


















































































（出所）Ban chi dao tong dieu tra dan so va nha o trung uong（2010, 278-280）。全国1999のみ GSO
（2001, 216）。
（注）全国1999は1994年 ₃ 月31日の常住地と1999年 ₃ 月31日の常住地が異なる人口を移動とみな
している。その他全国2009年をはじめとする地域別の図は2004年 ₄ 月 1 日の常住地と2009年 ₄
月 1 日の常住地が異なる人口を移動とみなしている。「常住地が異なる」とは，ここでは「常
住する行政村レベルの行政区が異なること」を意味する。行政村レベルの行政区とは，行政村
（社 : xa），坊（phuong），町（市鎮 : thi tran）である。詳しくは Ban chi dao tong dieu tra dan so 





























（出所）チャンチャイ経営規模は Ban chi dao tong dieu tra nong thon, nong nghiep va thuy san trung 
uong （2011, 96-97），労働係数は同じく Ban chi dao tong dieu tra nong thon, nong nghiep va thuy 
san trung uong（2011, 90-91, 100-101）から 1 チャンチャイ当たり労働者数 L を 1 チャンチャ
イあたりの総産出額 Y で除して求められた。
（注） 1 ） 近似曲線の式においてカッコ内の数値は t 値を表し，＊＊＊は 1 ％水準で有意なことを示
す。また R2は自由度修正済み決定係数，n は標本規模である。











M＊ij ＝α＋ xijβ＋ uij











































工業化率（2009年：r_indi） －173.082 12.571 －229.448
（－3.72）＊＊＊ （0.34）　　　 （－1.95）＊　　
チャンチャイ数（2009年：tr09i） 0.088 0.022 －0.568
（0.59）　　　 （0.14）　　　 （－2.03）＊＊　
定数項 4,451.706 163.312 13,525.43
（2.90）＊＊＊ （0.10）　　　 （3.03）＊＊＊
標本規模 62 62 62
疑似 R2 0.119 0.059 0.024
対数尤度 －264.558 －270.647 －533.749
（出 所）各省からハノイ，ダナン，ホーチミン各中央直轄市への流入者数を示す被説明変数 Mij は
Viet Nam, Tong cuc thong ke（2011，241－252），人口規模は GSO（2011a，58－59）に掲載さ
れている各省の人口 popi にハノイ，ダナン，ホーチミン各中央直轄市の人口 popj を乗じて導
出。 1 人あたり月次所得（2010年価格評価1000ドン）の比率 r_incij は GSO（2011b，Table5.4）
の省別データを用いて「流入先 j の一人当たり月次所得／流出元 i の月次所得」として計算さ
れた。工業化率 r_indi は GSO（201la，306－307，437－438）の1994年価格評価の省別工業総
生産額，農業総生産額を用いて前者を後者で除した比率を流出元 i それぞれについて計算し
て導出した。チャンチャイ数 tr09i（2003年 ₇ 月基準）は GSO（2011a，299－300）。距離 distij
はハノイ，ダナン，ホーチミンの各中央直轄市から各省の省都までの距離とし，ウェブ上の
地図サービス（Google Maps：http://maps.google.co.jp／2013年 ₂ 月18日閲覧）を利用して実際
に測定して得た。
（注）1） i は流出元の省，j は流入先の中央直轄市である。したがって（1）は j がハノイ，（2）
はダナン，（3）はホーチミンとなる。
　　 2） 被説明変数 Mij は2009年 ₄ 月 1 日時点と2010年 ₄ 月 1 日時点の居住地を比較したとき，
前者と後者が異なり，かつ後者が（1）はハノイ，（2）がダナン，（3）がホーチミンに
なっている人口である。
　　 3） 表中各モデルの上段の数字は人口移動 ₀ の場合を打ち切りデータとみなしたトービッ
ト・モデルの係数，括弧内は t 直，＊は10％水準で有意，＊＊は ₅ ％水準で有意，＊＊＊は
1 ％水準で有意であることを示す。




























































り，インドに次いで ₂ 位である（タイは690万トンで同年 ₃ 位）。輸出額でみた場合
2011年はタイ，インドに次いで第 ₃ 位になっている（International Trade Center の
データベース http://www.trademap.org/tm_light/Index.aspx（2013年 ₂ 月17日閲覧）よ
り）。コーヒー，コショウ，カシューナッツ，天然ゴムの輸出順位も同データベース
を利用。






4　Nguyen Sinh Cuc （2003, 61） によれば，政府によるチャンチャイの正式な認知は
1998年11月 の 共 産 党 政 治 局 ₆ 号 決 議（Nghi quyet so 06/NQ-TW ngay 10/11/1998 cua 
Bo chinh tri ve mot so van de phat trien nong nghiep va nong thon）とされる。また同資料
p.451から2000年 ₂ 月のチャンチャイに関する政府 ₃ 号決議（Nghi quyet so 03/NQ-CP 
























 　　　　C1 ＝0.709－0.012 lnA　　　2’







 　　　　C2 ＝1.074－0.674 lnA　　　3’







7　 た と え ば，2008年 ₂ 月22日 付 の http://vietbao.vn/ の 記 事， “ TP. HCM: Cong nhan 
rung rung bo viec, ve que （ホーチミン市 : 労働者がどんどん仕事を捨て田舎に帰る）.” 
2008年 ₂ 月27日付の Nguoi lao dong（『労働者』誌 http://nld.com.vn/）“Vi sao cong nhan 
bo viec ?（なぜ労働者は仕事を捨てるのか）”，そして http://www.baomoi.com/ の 2011
年 ₃ 月 ₉ 日付 “Luong khong “kham” noi gia, nhieu cong nhan tinh bo viec（給与が物価
に追いつかず多くの労働者が仕事を捨てる計画をたてる）.”など（いずれも2013年 ₂









⑾　藤田（1993, 134）がいうように土地の質に反映される肥沃度差には 1 ）灌漑等，土
地改良投資に原因がある肥沃度差， ₂ ）それ以外の原因による土地本来の肥沃度差が
ある（たとえば土地本来の土壌の質など）。ここでいう農地の本質的な質とは ₂ ）に
該当する。Barrett, Bellemare and Hou （2009）では，灌漑地の種類別データ（天水灌
漑か，湧水灌漑か，あるいはダムなどによる重力灌漑か），土壌成分のデータが用い














































は，石川（1990, 第 ₄ 章）もしくは速水佑次郎や V. M. Ruttan など（たとえば Otsuka 
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人々を含む。第 1 に，追加の時間で働く意思を持つ者 : （i）時間を増やすため（幾つ
かの）時間外労働を行ないたいと思う者 ; （ii）時間外に働くことができる別の仕事で
職の 1 つを置き換えたいと思う者 ; （iii） 現在の職の 1 つについて時間を増やしたいと






　2式の Mij は i 地点から j 地点への人口移動を表しており，xij には人口規模，距離，
流出元と流入先の所得格差（ 1 人当たり月次所得の比率），流入元の工業化率，チャ
ンチャイ数が含まれる。なおαは定数項，uij は撹乱項である。
　たとえば公安のホームページ http://www.cand.com.vn/（2013年 ₂ 月18日閲覧）にあ
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Ban chi dao tong dieu tra dan so va nha o trung uong（中央人口住宅センサス指導委員会）
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